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（23） BGH, Beschluss vom 1.7.2015, FamRZ 2015, S.1484
― 203 ―
ドイツ世話法における強制治療と国家の保護義務
る根拠は存在しない。また、立法者は、民法1906条１項による自由剥奪を伴う
収容について、判例を踏まえて厳格な収容概念を維持しているので、被世話人
がその場所を離れる意思や能力がない場合に収容を命じることはできない。
入院治療を受けている被世話人が、空間的にその場所を離れることができな
いとき、民法1906条１項２号によれば、自由剥奪を伴って収容することができ
ず、それゆえ、民法1906条３項によって強制的に治療を受けさせることもでき
ない。したがって、そのような被世話人は、たとえ憲法上命じられる保護義務
についてのすべての実体的要件が存在し、手続法上の要件も遵守される場合で
あっても、基本法２条２項１文によって命じられる保護は与えられないことに
なる。その限りにおいて、被世話人の法律状況は憲法上の要求を満たしていな
い。
このことを確認するために、ここにおいて、民法1906条が全体として憲法上
の要求を満たしているかどうかを審査する必要はない。民法1906条のそのよう
な審査は、意見提示請求の対象とはなっていない。すなわち、この点について
は、憲法上の観点からの異議は申し立てられておらず、事実状態および法律状
態が検証される必要はない。
d）　民法1906条が強制治療の対象者を入院中の被世話人に限定し、外来の
治療を受けている他の被世話人を排除していることが、基本法２条２項１文に
基づく国家の保護義務を満たしているかどうかについては決定を要しない。こ
の外来治療のグループを排除することについては、意見提示の対象ではないの
で、意見提示決定はこの点については及ばない。さらに、外来の被世話人で
あっても、民法1906条１項２号の要件を充足する収容を行うことによって、強
制治療を受けさせることはできるので、重大なケースにおいて最終的に保護が
ないわけではない。それゆえ、このような事情は、意見提示の範囲を超えた追
加の憲法上の問題であり、規範審査の純然たる対象ではない。
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２．入院中の被世話人がその場所を離れることができない場合に強制治療
の可能性から排除されることが平等原則にも違反するかどうかについては、未
決定のままである。もっとも、法律状況が憲法に反することは、すでに以下の
理由から明らかである。すなわち、必要とされる治療とその不利益との比較衡
量の結果が明白であり、それゆえ具体的な国家の保護義務が存在している場合
でも、1906条３項が被世話人を強制治療の可能性から完全に排除し、自由な
意思を形成することができない被世話人が保護されないことは、基本法２条２
項１文に反している。したがって、基本法３条との関係において提起される問
題はここでは未決定のままである。このことは、基本法３条３項２文の障害を
理由とする不利益扱いの禁止に反しているかどうかの問題についても同様であ
る。というのも、いずれにせよ、このことは、基本法２条２項１文の保護義務
の問題を超えて問われないからである。
４　裁判所の決定
以上の理由から、連邦憲法裁判所は、連邦憲法裁判所法82条１項、78条１文
に従って、基本法と合致しない状態にある法律の無効を宣言した。もっとも、
現在の民法1906条３項の規定そのものが憲法に違反するわけではなく、一部の
者に対して基本法２条２項１文に基づく立法者の具体的保護義務の不履行があ
ることが確認されるので、この欠陥が憲法に反することが確認されることで足
りるとし、この保護の欠陥についてどのような立法をするかについては立法者
の裁量に委ねられているとした。
なお、差し迫った著しい健康上の損害がある場合において、医的措置の必要
を弁識することができず、またはその弁識に従って行動することができず、そ
れゆえ、自然の意思に反しても医師による処置によって保護される必要がある
被世話人のために、立法者は、確認された保護の欠陥を遅滞なく修正しなけれ
ばならないが、現行法が、移動することのできないグループの強制治療の可能
性を完全に否定していることを考慮して、このグループについては、新規制が
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施行されるまで、民法1906条３項の暫定的な準用が命じられた。
Ⅳ　結びに代えて
以上の決定理由をまとめると、以下のようになろう。
①国家の保護義務の現れとして強制治療の要件
身体と健康の不可侵性（基本法２条２項１文）という基本権は、個人の防御
権だけでなく、国家による保護義務をも保障するものである。もっとも、その
ような保護義務が存在するとしても、原則において、立法者には、保護の構想
を策定し実現することについて判断・評価し、構成する裁量が認められている。
弁識能力を有しない被世話人について、基本法２条２項１文は、立法者に対
して、保護ならびに援助のための制度を準備することを義務付ける。医師によ
る検査および治療行為は、それが重大である場合には、最終手段として、たと
え被世話人の自然の意思に反しても実施されなければならない。
基本法２条２項１文に基づく国家の保護義務は、被世話人が医的措置の具体
的な必要性を弁識することができず、それゆえ自らを保護することができない
まま身体と生命を危険にさらしてしまう場合、より高い保護の必要性の下に根
拠を有する。このような被世話人については、国家の保護義務は、厳格な要件
の下、被世話人の自然の意思に反しても重大な危険から保護するための諸措置
を国家が行うことを命ずる。
援助のない者に対する国家の保護義務は、危険を回避するために必要となる
医的措置が特別な治療上の危険性を伴わず、かつ、当該治療を拒絶することが
被世話人の当初の自由な意思に合致する十分な根拠が存在しない場合、本人の
自己決定権とその身体の不可侵性をも超越する。
しかしながら、立法者は、本人の後退する自由権についてできる限り広範囲
にわたって配慮するために、医師による強制治療に関して、内容上要求が高く
明確に定式化された実体法上および手続法上の要件を置くことが義務付けられ
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る。その場合、被世話人の自由な意思は尊重されなければならない。
実体法上の観点において保障されなければならないのは、強制治療は考慮要
素（差し迫った著しい健康上の損害、治療の侵襲の度合いが大きくない、成功
の可能性）の考量の結果が明白である場合に実施されてもよいということであ
る。
手続法上の観点においても、同様に、強制治療を実施するためには相当性の
原則から導き出される手続要件が妥当する。
②条約等との適合性
このような国家の保護義務は、国際法上の義務にも抵触するものではない。
このことは、一方において、障害者権利条約にも、他方において、ヨーロッパ
人権条約ならびにヨーロッパ人権裁判所の判例にも適合する。
③特定の被世話人を強制治療から排除する現行法は、基本法２条２項１文に反
すること
民法1906条の規定は、収容が実施されない場合の強制治療を許容するものと
解釈することはできず、また、被世話人がその場所を離れようとする意思や能
力を有しない場合に収容を許容するものと解釈することもできない。
それゆえ、事実上その場所を離れることができない入院中の患者は、たとえ
憲法上命じられる保護義務のすべての実体的要件が明らかに存在し、かつ、手
続法上の諸要件も遵守されるとしても、基本法２条２項１文によって命じられ
る保護は与えられない。その限りにおいて、被世話人の法状況は、憲法上の要
求を満たしていないのである。
④外来の強制治療については決定しないこと
民法1906条は強制治療の対象者を自由剥奪を伴う被収容者に限定している
ため、外来の治療を受けている他の被世話人に強制治療を受けさせることはで
きないが、このことが基本法２条２項１文に基づく国家の保護義務を満たして
いるかどうかについての決定は必要でない。
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⑤平等原則との関係についても決定を行わないこと
また、これが平等の原則に違反しないかどうかについても、なお残された問
題である。
はじめに述べたように、わが国の成年後見人の権限には、身体に対する強制
を伴う事項（例えば、手術・入院または健康診断の受診の強制、施設への入所
の強制等）は含まれない。しかし、わが国は、2014年１月、障害者権利条約
を批准した。同条約の25条は、障害者は差別なく医療や保健などの健康サー
ビスにアクセスできなければならないと定めている。その意味では、高齢者や
障害者が医療や保健など健康サービスに自らアクセスできないときは、本人に
代わる誰かが本人による権利行使を支援しなければならないといえる。また、
2016年４月８日、「成年後見制度の利用の促進に関する法律」が成立したが（同
年５月13日施行）、この法律の11条３号によれば、「成年被後見人等であって医
療、介護等を受けるに当たり意思を決定することが困難なものが円滑に必要な
医療、介護等を受けられるようにするための支援の在り方について、成年後見
人等の事務の範囲を含め検討を加え、必要な措置を講ずること」とされている。
わが国では、患者本人に判断能力が残されていないとき、医師がだれから同意
をもらえばよいかについて明確に定めた法律は存在せず、これについては法制
度の整備が必要であろう。
もっとも、医療行為への同意や施設入所の強制はできないわが国の成年後見
制度においても、以上における国家の保護義務をめぐるドイツの議論は参考と
なろう。「自己決定の尊重」と「本人の保護」の相克という問題は、身上監護
だけでなく、財産管理も含めて、成年後見人による事務処理のあらゆる場面に
おいて問題となるからである。上記の成年後見制度利用促進法は、その基本理
念を定める３条において、「成年被後見人等が、成年被後見人等でない者と等
しく、基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふ
さわしい生活を保障されるべきこと、成年被後見人等の意思決定の支援が適切
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に行われるとともに、成年被後見人等の自発的意思が尊重されるべきこと」を
要請している。障害者権利条約が「意思決定の代行から意思決定の支援への転
換」を要請する中で、ドイツ法が本人の自己決定の尊重を中核に置きつつも、
国家の保護義務の重要性を再確認したことは、わが国の成年後見制度の今後を
考えるにあたっても一定の示唆を与えるように思われる。
